
公募型・簡易公募型プロポーザル方式における選定結果書

１．業　務　名　　令和７年度　公共測量に関する課題の調査検討業務

２．所属事務所　　国土地理院

３．方　　　式　　簡易公募型プロポーザルに準じた方式

４．公　示　日　　令和7年6月2日

５．選定通知日　　令和7年6月26日

参加表明書提出者 選定の有無 選定されなかった理由

公益社団法人日本測量協会 ○

公益財団法人日本測量調査技術協会 ○



業務名：令和７年度　公共測量に関する課題の調査検討業務

所属事務所：国土地理院

方式：簡易公募型プロポーザルに準じた方式

公示日：令和７年６月２日

選定通知日：令和７年６月２６日
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技術提案書の提出者を選定するための評価表

　測量士の資格取得後、業務種別「基準点測量」又は「写真測量」について３年以上の実務経験があること。
ただし、主任技術者が「基準点測量」の場合は「写真測量」とし、「写真測量」の場合は「基準点測量」とする。 ○ ○

選定案 ○ ○
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　測量士の資格取得後、業務種別「基準点測量」又は「写真測量」について８年以上の実務経験があること。 ○ ○
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評価項目 判断基準 評価

　公示日時点において手持ち業務の契約金額が５億円以上又は件数が10件以上でないこと。 ○

不誠実な
行為等の
有無

　次のア～エに一つでも該当する者でないこと。
ア　不誠実な行為：契約に関し不誠実な行為があり、当該状態が継続しており契約の相手方として不適当で
あると認められる場合
イ　経営状況：手形交換所による取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営状態が極
めて不安定である場合
ウ　安全管理の状況：安全管理の状況が不適当である場合
エ　労働福祉の状況：労働福祉の状況が不適当である場合

○ ○

成績評定
点の内容

　前年度（令和６年度）及び当該年度（令和７年度）に国土地理院から請け負った測量業務において「基準点
測量」、「写真測量」及び「調査研究」のいずれの成績評定点にも60点未満がないこと。 ○ ○

○ ○

同種又は
類似業務
の実績の
有無

　過去10か年度（平成27年度から令和６年度の間）又は当該年度（令和７年度）に元請として当該業務と同種
又は類似の業務の実績を１件以上有していること。 ○ ○

B

参
加
表
明
者

（
企
業

）
に
関
す
る
評
価

参
加
表
明
者

（
企
業

）
の
経
験
及
び
能
力

（
必
須
条
件

）

評価項目 判断基準
A

登録状況
等

「令和７・８年度国土地理院測量業務に係る一般競争（指名競争）参加資格」のうち業務種別「基準点測量」又
は「写真測量」の認定を受けている。 ○ ○

評価 評価

技術者の
配置状況
（業務実
施体制）

　本業務を実施するため次のア～ウの全ての者について、常時勤務する者を配置できること。なお、本業務で
は兼務できない。
ア　主任技術者：測量士の資格取得後、業務種別「基準点測量」又は「写真測量」に関し８年以上の実務経験
を有する者１名。
イ　作業班長：測量士の資格取得後、業務種別「基準点測量」又は「写真測量」に関し３年以上の実務経験を
有する者１名。ただし、主任技術者が「基準点測量」の場合は「写真測量」とし、「写真測量」の場合は「基準点
測量」とする。
ウ　担当技術者：
・測量士又は測量士補の資格取得後、業務種別「基準点測量」に関し１年以上の実務経験を有する者を１名
以上。
・測量士又は測量士補の資格取得後、業務種別「写真測量」に関し１年以上の実務経験を有する者を１名以
上。


